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平成１９年９月２６日判決言渡

平成１８年(行ケ)第１０３５２号 審決取消請求事件

平成１９年７月２５日口頭弁論終結

判 決

原 告 株 式 会 社 ワ コ ー

同訴訟代理人弁護士 鮫 島 正 洋

同 内 田 公 志

同 吉 原 政 幸

同 中 原 敏 雄

同 岩 永 利 彦

同訴訟代理人弁理士 志 村 浩

被 告 アナログ デバイシーズ，イ

ンコーポレイテッド

同訴訟代理人弁理士 山 本 秀 策

同 大 塩 竹 志

主 文

１ 原告の請求を棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

特許庁が無効２００５－８０２２４号事件について平成１８年６月１９日に

した審決を取り消す。

第２ 事案の概要

１ 特許庁における手続の経緯

原告は，発明の名称を「力・加速度・磁気の検出装置」とする特許第３１４
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５９７９号（平成２年１０月１２日出願の特願平２－２７４２９９号の一部を

平成１０年７月９日に分割出願，平成１３年１月５日設定登録。以下「本件特

許」という。）の特許権者である。

被告は，平成１７年７月１４日に，本件特許の請求項１及び６に係る発明に

つき，無効審判請求をし，特許庁は，この審判請求を無効２００５－８０２２

４号事件として審理した。この審理の過程において，原告は，同年１０月２０

日，訂正請求をしたところ，特許庁は，平成１８年６月１９日，「訂正を認め

る。特許第３１４５９７９号の請求項１及び６に係る発明についての特許を無

効とする。」との審決をした。

２ 特許請求の範囲

平成１７年１０月２０日付け訂正請求書（甲１０）及び訂正明細書（甲１１，

以下「本件訂正明細書」という。）による訂正後の本件発明の請求項１及び６

（以下それぞれ「本件訂正発明１」，「本件訂正発明６」といい，両者を併せ

て「本件各訂正発明」という。請求項の数は全部で７項である。）は，下記の

とおりである（下線は訂正箇所を示す。）。

【請求項１】

互いに直交する第１の軸および第２の軸を定義し，前記第１の軸方向に作用

した力および前記第２の軸方向に作用した力をそれぞれ独立して検出する機能

をもった力検出装置であって，

装置筐体に対して変位が生じないように固定された固定要素と，

前記固定要素に可撓性部分を介して接続され，外部から作用した前記第１の

軸方向の力もしくは前記第２の軸方向の力に基いて，前記可撓性部分が撓みを

生じることにより，前記固定要素に対して前記第１の軸方向もしくは前記第２

の軸方向に変位を生じる変位要素と，

前記変位要素の変位にかかわらず固定状態を維持するように前記固定要素上

に形成された第１の固定電極，第２の固定電極，第３の固定電極，第４の固定
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電極と，

前記変位要素の変位とともに変位するように前記変位要素上に形成された第

１の変位電極，第２の変位電極，第３の変位電極，第４の変位電極と，

を備え，

前記第１の固定電極と前記第１の変位電極とは互いに対向する位置に配置さ

れ，前記第１の固定電極と前記第１の変位電極とによって第１の容量素子が形

成され，

前記第２の固定電極と前記第２の変位電極とは互いに対向する位置に配置さ

れ，前記第２の固定電極と前記第２の変位電極とによって第２の容量素子が形

成され，

前記第３の固定電極と前記第３の変位電極とは互いに対向する位置に配置さ

れ，前記第３の固定電極と前記第３の変位電極とによって第３の容量素子が形

成され，

前記第４の固定電極と前記第４の変位電極とは互いに対向する位置に配置さ

れ，前記第４の固定電極と前記第４の変位電極とによって第４の容量素子が形

成され，

かつ，前記変位要素が前記第１の軸の正方向に変位した場合，前記第１の容

量素子の電極間距離が減少するとともに前記第２の容量素子の電極間距離が増

加し，前記変位要素が前記第１の軸の負方向に変位した場合，前記第１の容量

素子の電極間距離が増加するとともに前記第２の容量素子の電極間距離が減少

し，前記変位要素が前記第２の軸の正方向に変位した場合，前記第３の容量素

子の電極間距離が減少するとともに前記第４の容量素子の電極間距離が増加し，

前記変位要素が前記第２の軸の負方向に変位した場合，前記第３の容量素子の

電極間距離が増加するとともに前記第４の容量素子の電極間距離が減少するよ

うに，前記各固定電極および前記各変位電極が配置されており，

前記第１の容量素子の容量値と前記第２の容量素子の容量値との差を，前記
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第１の軸方向に作用した力方向成分を示す検出信号として出力し，前記第３の

容量素子の容量値と前記第４の容量素子の容量値との差を，前記第２の軸方向

に作用した力方向成分を示す検出信号として出力する検出回路を更に備え，

前記固定要素および前記変位要素がシリコンにより構成されていることを特

徴とする力検出装置。

【請求項６】

請求項１～５のいずれかに記載の検出装置において，変位要素に作用する加

速度に基づいて発生する力を検出することにより，加速度の検出を行ない得る

ようにしたことを特徴とする加速度検出装置。

３ 審決の内容

別紙審決書の写しのとおりである。要するに，審決は，本件各訂正発明は，

米国特許第４９４１３５４号公報（甲３，以下「刊行物１」という。）の記載

及び周知技術（甲４，以下「刊行物２」という。）に基づいて容易に発明をす

ることができたものであるから，特許法２９条２項の規定に違反してされたも

のであり，無効とすべきものであると判断した。

(1) 審決が認定した本件各訂正発明と刊行物１記載の発明（以下「引用発

明」という。）との一致点及び相違点は次のとおりである。

ア 本件訂正発明１との一致点

互いに直交する第１の軸および第２の軸を定義し，前記第１の軸方向に

作用した力および前記第２の軸方向に作用した力をそれぞれ独立して検出

する機能をもった力検出装置であって，装置筐体に対して変位が生じない

ように固定された固定要素と，前記固定要素に可撓性部分を介して接続さ

れ，外部から作用した前記第１の軸方向の力もしくは前記第２の軸方向の

力に基いて，前記可撓性部分が撓みを生じることにより，前記固定要素に

対して前記第１の軸方向もしくは前記第２の軸方向に変位を生じる変位要

素と，前記変位要素の変位にかかわらず固定状態を維持するように前記固
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定要素上に形成された第１の固定電極，第２の固定電極，第３の固定電極，

第４の固定電極と，前記変位要素の変位とともに変位するように前記変位

要素上に形成された第１の変位電極，第２の変位電極，第３の変位電極，

第４の変位電極と，を備え，前記第１の固定電極と前記第１の変位電極と

は互いに対向する位置に配置され，前記第１の固定電極と前記第１の変位

電極とによって第１の容量素子が形成され，前記第２の固定電極と前記第

２の変位電極とは互いに対向する位置に配置され，前記第２の固定電極と

前記第２の変位電極とによって第２の容量素子が形成され，前記第３の固

定電極と前記第３の変位電極とは互いに対向する位置に配置され，前記第

３の固定電極と前記第３の変位電極とによって第３の容量素子が形成され，

前記第４の固定電極と前記第４の変位電極とは互いに対向する位置に配置

され，前記第４の固定電極と前記第４の変位電極とによって第４の容量素

子が形成され，かつ，前記変位要素が前記第１の軸の正方向に変位した場

合，前記第１の容量素子の電極間距離が減少するとともに前記第２の容量

素子の電極間距離が増加し，前記変位要素が前記第１の軸の負方向に変位

した場合，前記第１の容量素子の電極間距離が増加するとともに前記第２

の容量素子の電極間距離が減少し，前記変位要素が前記第２の軸の正方向

に変位した場合，前記第３の容量素子の電極間距離が減少するとともに前

記第４の容量素子の電極間距離が増加し，前記変位要素が前記第２の軸の

負方向に変位した場合，前記第３の容量素子の電極間距離が増加するとと

もに前記第４の容量素子の電極間距離が減少するように，前記各固定電極

および前記各変位電極が配置されており，前記第１の容量素子の容量値と

前記第２の容量素子の容量値との差を，前記第１の軸方向に作用した力方

向成分を示す検出信号として出力し，前記第３の容量素子の容量値と前記

第４の容量素子の容量値との差を，前記第２の軸方向に作用した力方向成

分を示す検出信号として出力する検出回路を更に備え」た「力検出装置」



- 6 -

である点。

イ 本件訂正発明６との一致点

上記アに加えて，「変位要素に作用する加速度に基づいて発生する力を

検出することにより，加速度の検出を行い得るようにした」「加速度検出

装置」でる点でも一致する。

ウ 本件各訂正発明との相違点

本件各訂正発明では「前記固定要素および前記変位要素がシリコンによ

り構成されている」のに対し，引用発明ではこのような構成を備えていな

い点。

第３ 取消事由に関する原告の主張

審決は，①引用発明の認定及び本件各訂正発明と引用発明との一致点の認定

の誤りがあり（取消事由１），また，②相違点に関する容易想到性の判断の誤

りがある（取消事由２）から，取り消されるべきである。

１ 取消事由１（引用発明の認定及び本件各訂正発明と引用発明との一致点の認

定の誤り）

審決は，引用発明は，矩形波電圧Ｖ とＶ との差に応じた直流出力によりＸＡ ＸＢ

復帰電力を生じさせているとしても，同時に，静電容量の差を所定軸方向に作

用した力として検出していると認定した上で，本件各訂正発明と引用発明とは，

「前記第１の容量素子の容量値と前記第２の容量素子の容量値との差を，前記

第１の軸方向に作用した力方向成分を示す検出信号として出力し，前記第３の

容量素子の容量値と前記第４の容量素子の容量値との差を，前記第２の軸方向

に作用した力方向成分を示す検出信号として出力する検出回路を備えた」との

点で一致すると認定した。

しかし，以下のとおりの理由により，審決の上記認定には誤りがある。

(1) 引用発明における加速度の検出原理は，「常にマグネット６を中立位置

に維持させるように，フォースコイルに復帰電流を流すような制御を行い，
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中立維持に必要とされた復帰電流の大きさによって，作用した加速度の大き

さを判定する」とするものである。大きな加速度が作用すると，当該加速度

によってマグネット６を変位させようとする大きな力が加わることになるの

で，中立位置に維持させるために，大きな復帰電流が必要になり，中立維持

に必要な復帰電流の大きさ（図５の回路の電圧ＶＸに対応）を検出すること

により，作用した加速度の大きさを検出するという原理を応用している。こ

れに対し，本件各訂正発明における加速度の検出原理は，検出回路は，変位

要素の変位の大きさを一対の容量素子の静電容量の差として捉え，これを検

出軸方向に作用した力方向成分を示す検出信号として出力するものである。

したがって，両者は，加速度の検出原理において相違する。

(2) 引用発明においては，静電容量の差自体が制御対象となるため，静電容

量の差を所定軸方向に作用した力として検出することは原理的にできない。

引用発明において，矩形波電圧Ｖ とＶ との差に応じた直流電流により復ＸＡ ＸＢ

帰電流を生じさせることによって加速度を検出する原理と，静電容量の差を

所定軸方向に作用した力として検出する原理を両立させることはできない。

しかるに，審決が，これらの原理が両立することを前提として，一致点を認

定した点には誤りがある。

２ 取消事由２（相違点についての容易想到性の判断の誤り）

審決は，本件各訂正発明と引用発明との相違点に関し，センサにおいて基板

にシリコンを用いることは周知である（甲４）から，引用発明における「回路

板１５等の固定された部分」及び「可動プレート１３を構成する環状のフラン

ジ等の変位する部分」にシリコンを用いることにより，本件各訂正発明の構成

とすることは当業者が適宜行い得ると判断した。

しかし，以下のとおりの理由により，審決の上記判断は誤りである。

(1) 甲４の加速度センサにおける「振子構造」は，本件各訂正発明の「作用

体３０」に対応する部分であるから，甲４は，せいぜい，本件各訂正発明に
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おける「作用体３０」にシリコンを用いることが周知であることを示してい

るにすぎない。

(2) 一般に，シリコンは半導体部品等において用いられる素材であり，甲４

にも開示されているように，結晶性ウエハを微細機械加工して形成されるも

のであるため，シリコンが適用される部材は基本的には平面状である。しか

し，引用発明の装置は，平面構造を採用したものではなく，シリコンを加工

して引用発明の装置を形成するのは極めて困難であるから，当業者が容易に

想到し得たということはできない。

(3) 引用発明には，フォースコイル２９～３２やマグネット６が必要である

のに対し，本件各訂正発明は，磁石やコイルなどは不要で，引用発明に比べ

格段に製造コストが低く，検出装置を安価に供給し得るという顕著な効果が

あるから，引用発明に周知技術を適用して，そのような効果を奏する本件各

訂正発明を容易に想到し得たということはできない。

第４ 被告の反論

審決の認定判断はいずれも正当であって，審決を取り消すべき理由はない。

１ 取消事由１（引用発明の認定及び本件各訂正発明と引用発明との一致点の認

定の誤り）について

引用発明のマグネット６は，中立位置から移動可能であり，変位することが

可能である。したがって，マグネット６を中立位置に戻すために，矩形波電圧

Ｖ とＶ との差に応じた直流電流により復帰電流を生じさせているとしても，ＸＡ ＸＢ

その復帰電流を検出することとは独立に，その直流電流により静電容量の差を

所定軸方向に作用した力として検出することは可能である。

したがって，本件各訂正発明と引用発明とが，加速度の検出原理において異

なるとしても，両者は両立するから，一致点の認定に誤りはない。

２ 取消事由２（相違点の容易想到性の判断の誤り）について

(1) 甲４は，「振子構造」をシリコンにより構成することを開示しているか
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ら，「振子構造」の一部である「固定部分又はベース１」及び「試験体６」

をシリコンにより構成することを開示しているというべきである。甲４は

「固定部分又はベース１」及び「試験体６」に相当する本件各訂正発明の

「固定要素」及び「変位要素」をシリコンにより構成することを開示してい

るといえる。また，センサにおいて基板にシリコンを用いることは周知技術

といえる（乙８ないし１１）。したがって，審決が，引用発明における「固

定された部分」及び「変位する部分」にシリコンを用いることにより，本件

各訂正発明の構成とすることは容易であると判断した点に誤りはない。

(2) 本件各訂正発明が奏する「製造コストが低く」，「安価に供給し得る」

という効果は顕著な効果とはいえないし，これらの効果は，「固定要素及び

変位要素をシリコンにより構成する」こととは無関係である。

第５ 当裁判所の判断

１ 取消事由１（引用発明の認定及び本件各訂正発明と引用発明との一致点の認

定の誤り）について

(1) 刊行物１（甲３，乙１２）の記載

証拠（甲３，乙１２）によると，刊行物１には次の記載がある。

ア 「本発明によれば，３軸の加速度計が提供される。この加速度計は，ハ

ウジングと，加えられた力に応答して３つの測定軸に対して変位可能なよ

うにそのハウジング内に取り付けられたマグネットと，マグネットの変位

を検知し，３つの測定軸のそれぞれに沿って加えられた力の成分に比例す

る出力信号を提供する検知手段とを含む。」（１欄３２～４０行）

イ 「図１を参照して，図示される加速度計１は，導電性のハウジング２を

含む。ハウジング２は，下部ハウジング部分３と上部ハウジング部分４と

から構成されており，ハウジング２とは電気的に絶縁されているケーシン

グ５によって囲まれている。ケーシング５は，磁気的なスクリーニングを

提供するために，ラジオメタルのような軟磁性アロイから作成されている。
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サマリウムコバルトの永久マグネット６は，導電性の支持部材７内の円柱

状のボア５０の中に受容されることによってハウジング２内に取り付けら

れている。支持部材７は，中央孔８を介して下部ハウジング部分３の中を

延びている。支持部材７は，ネジ５１によって導電性の円形の支持ダイヤ

フラム９の中央に接続されている。ネジ５１は，ダイヤフラム９を介して

支持部材７の中をネジがきられたボア５２に延びている。支持部材７の軸

方向のマグネット６の移動は，Ｚ測定軸に沿っており，ダイヤフラム９の

平面と垂直な方向にダイヤフラム９が変形することによって許容される。

さらに，支持部材７の軸に対して横方向のマグネット６の移動は，ダイヤ

フラム９に平行な平面内で直交するＸおよびＹ測定軸に沿っており，ダイ

ヤフラム９の中心を軸として支持部材７を回転させるようにダイヤフラム

９が撓むことによって許容される。」（２欄１４～３９行）

ウ 「支持部材７の上部分には，ピックオフキャパシタ１４の可動プレート

１３を構成する環状のフランジが設けられている。キャパシタ１４は，従

来のプリント回路プロセスによって回路板１５の下側に形成された固定さ

れた円状のプレートをさらに含み，ネジ１６によってハウジング固定され

ている。ネジ１６はまた，下部ハウジング部分３と上部ハウジング部分４

とを接続する。図３に示されるように，固定プレート１７は，４つのプレ

ート部分１８，１９，２０，２１を含む。これらのプレート部分は，互い

に電気的に絶縁されており，中央点２２の周りにある共通のプレートに配

置されている。」（２欄４７～５７行）。

エ 「図３を再び参照して，ピックオフキャパシタ１４の４つのプレート部

分１８～２１をＹＡ，ＸＡ，ＹＢ，ＸＢと表記し，これらのプレート部分

のそれぞれと可動プレート１３との間の静電容量をＣ ，Ｃ ，Ｃ ，ＣＹＡ ＸＡ ＹＢ

と表記すると，Ｘ，Ｙ，Ｚ軸に沿ってそれぞれ△Ｘ，△Ｙ，△Ｚ移動すＸＢ

ることにより，その変形に比例して静電容量が変化する。
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ＸＡ ＸＢ△Ｘ ∝ Ｃ －Ｃ

ＹＡ ＹＢ△Ｙ ∝ Ｃ －Ｃ

ＸＡ ＸＢ ＹＡ ＹＢ△Ｚ ∝ Ｃ ＋Ｃ ＋Ｃ ＋Ｃ

このような軸方向のマグネット６の移動は，可動プレート１３と固定プ

レート１７との間の静電容量を変化させる。横方向のマグネット６の移動

は，可動プレート１３とそれに対向するプレート部分１９および２１（も

しくは，１８および２０）との間の差動静電容量に変化を生じさせる。」

（３欄１５～３３行）

オ 「マグネット６が，可動プレート１３とプレート部分１９との間の間隔

が増加するように中立位置から移動すると，Ｃ はＣ より小さくなり，ＸＡ ＲＥＦ

Ｖ は励起電圧Φに対して１８０゜位相がずれることになる。逆に，マグＸＡ

ネット６が，その間隔が減少するように中立位置から移動すると，Ｃ はＸＡ

Ｃ より大きくなり，Ｖ はΦと同位相になる。出力電圧Ｖ ，Ｖ ，ＲＥＦ ＸＡ ＸＢ ＹＡ

Ｖ は，プレート部分２１，１８，２０にそれぞれ関連する同様のピックＹＢ

オフ増幅回路によって供給される。」（３欄５４～６３行）

カ 「増幅器４９は，矩形波電圧Ｖ とＶ との差に応じた直流出力を発生ＸＡ ＸＢ

させ，この直流出力は，Ｘ軸フォースコイル３０，３２および電流検出抵

抗５８を流れる復帰電流を生じさせる。フォースコイル３０，３２を流れ

る電流の方向は，マグネット６を中立位置に戻す方向であり，ピックオフ

キャパシタ１４の可動プレート１３がプレート部分１９，２１に関して左

右対称に配置されるようにする方向である。」（４欄３０～３８行）

キ 「マグネット６を中立位置に復元するために必要とされる電流は，加え

られた力のうちのＸ軸に沿って作用する成分の測定値である。このように，

電流検出抵抗５８を横切る電流は，加えられたＸ成分を示す出力電圧Ｖｘ

を与える。増幅器４９は非常に高いゲインを有するため，力均衡回路の感

度は非常に大きく，実用においては，マグネット６がＸ軸に沿ってごくわ
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ずかに移動することによって必要とされる出力電圧が生成されるというこ

とが強調されるべきである。」（４欄３９～４８行）

(2) 以上認定した刊行物１の記載から，引用発明に関して次の各事実が認め

られる。

ア 加えられた力に応答してＸ軸，Ｙ軸，Ｚ軸の３つの測定軸に対して変位

可能なようにそのハウジング内に取り付けられたマグネットと，マグネッ

トの変位を検知し，上記３つの測定軸のそれぞれに沿って加えられた力の

成分に比例する出力信号を提供する検知手段を有する。

イ ピックオフキャパシタ１４の４つのプレート部分１８ないし２１をＹＡ，

ＸＡ，ＹＢ，ＸＢとし，それらと可動プレート１３との間の静電容量Ｃ ，ＹＡ

Ｃ ，Ｃ ，Ｃ は，マグネットがＸ，Ｙ，Ｚ軸に沿ってそれぞれ△Ｘ，ＸＡ ＹＢ ＸＢ

△Ｙ，△Ｚ移動することにより，その移動に比例して，それぞれの静電容

量が変化する。

ウ Ｖ は，Ｃ がＣ よりも大きくなる場合には，φと同相の矩形電圧ＸＡ ＸＡ ＲＥＦ

であって，そのパルス幅がＣ とＣ との差に応じた出力信号を生成し，ＸＡ ＲＥＦ

逆に，Ｃ がＣ よりも小さくなる場合には，φと逆相の矩形電圧であＸＡ ＲＥＦ

って，そのパルス幅がＣ とＣ との差に応じた出力信号を生成するもＸＡ ＲＥＦ

のである。そして，Ｖ は，Ｃ についてのものであることを除いて，ＶＸＢ ＸＢ

と同様である。ＸＡ

エ 増幅器４９は，矩形波電圧Ｖ とＶ との差に応じた直流出力を発生さＸＡ ＸＢ

せ，この直流出力は，Ｘ軸フォースコイル３０，３２および電流検出抵抗

５８を流れる復帰電流を生じさせる。

この復帰電流は，外部から加えられた力によって変位するマグネットを，

中立位置に復帰させるとともに，その位置に留まらせるためのものである

から，加えられた力の成分の大きさに応じて変化する。また，この復帰電

流は，Ｖ とＶ の差分量に応じた直流電流であるのであるから，復帰電ＸＡ ＸＢ
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流の大きさは，Ｃ とＣ の容量差に相当する量である。ＸＡ ＸＢ

オ Ｙ軸方向も，Ｘ軸方向と同様に，Ｃ とＣ の容量差を検出して，Ｙ軸ＹＡ ＹＢ

方向に加えられた力の方向と大きさを検出するから，Ｙ軸方向に加えられ

た力の方向と大きさを検出する検出回路を有する。

カ 以上を総合すると，引用発明は，Ｘ軸方向又はＹ軸方向に加えられた力

により，変位するマグネットの変位量をＣ とＣ 又はＣ とＣ の容量ＸＡ ＸＢ ＹＡ ＹＢ

値の差として検出し，マグネットを中立位置に戻す為のＣ とＣ 又はＣＸＡ ＸＢ

とＣ の容量差に応じた復帰電流の大きさにより，Ｘ軸方向又はＹ軸方ＹＡ ＹＢ

向に加えられた力の方向と大きさを検出する検出回路が記載されているも

のと認められる。

そうすると，引用発明には，「前記第１の容量素子の容量値と前記第２

の容量素子の容量値との差を，前記第１の軸方向に作用した力方向成分を

示す検出信号として出力し，前記第３の容量素子の容量値と前記第４の容

量素子の容量値との差を，前記第２の軸方向に作用した力方向成分を示す

検出信号として出力する検出回路」が記載されているものと認められる。

よって，取消事由１は理由がない。

(3) 原告の主張に対し

ア 原告は，引用発明の検出原理と本件各訂正発明の検出原理とは，両立す

るということはあり得ないにもかかわらず，審決が，「引用発明は，上記

直流出力により復帰電流を生じさせているとしても，同時に，静電容量の

差を所定軸方向に作用した力として検出しているということができる」と

判断した点で誤りがあると主張する。

しかし，審決は，引用発明が復帰電流の大きさにより所定軸方向に作用

した力を検出しているが，その復帰電流は，静電容量Ｃ とＣ との差にＸＡ ＸＢ

応じた出力であるから，結局のところ，静電容量Ｃ とＣ の容量値の差ＸＡ ＸＢ

を，所定軸方向に作用した力を示す検出信号として出力していると判断し
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たものであり（同判断に誤りがないことは上記(2)のとおりである。），

本件各訂正発明の実施例の検出原理と引用発明の検出原理とが両立するこ

とを前提として判断したものではないから，原告の主張は，その主張自体

失当である。

イ 原告は，引用発明において，「静電容量の差」は，測定対象である力の

検出のために用いられているのではなく，マグネット６の中立位置に維持

制御されているかを確認するためのパラメータとして用いられており，

「静電容量の差」自体が制御対象となっているから，「同時に静電容量の

差を所定軸方向に作用した力として検出する」ことは物理的にできないと

主張する。

しかし，引用発明においては，復帰電流の大きさにより，外部から作用

する力を測定するものであって，復帰電流の大きさは，「静電容量の差」

に応じたものであり，また，マグネットは，外部からの力により変位し得

る構成とされているものであって，当該変位が，静電容量の差となるもの

であるから，「静電容量の差」は，外部から作用する力により変化するも

のであることには変わりはない。

そうすると，引用発明においては，「静電容量の差」は，測定対象であ

る力の検出値としての意味をもつことになるから，この点の原告の主張は

採用できない。

２ 取消事由２（相違点の容易想到性の判断の誤り）について

(1) 刊行物２（甲４）の記載

証拠（甲４）によると，刊行物２には次の記載がある。

ア 「本発明は，フラット形振子構造を用い，該構造体の面内に感応軸線が

ある加速度計用センサに関する。

特に本発明は，前記振子構造が例えばシリコン或いは石英からなる結晶

性ウエハを微細機械加工して形成され，且つ平形試験体の面内の２つの可
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撓性平行ブレードにより懸架された前記試験体よりなる加速度計用センサ

に関する。」（３頁左上欄１７行～右上欄４行）

イ 「第１図は本発明による振子構造の基本的配置を示すものである。上記

のように，この構造は平面状であり，結晶性シリコン或いは石英ウエハの

微細機械加工により単一片に形成され，これは更に集積電子回路の基板と

して用いられる。」（４頁右上欄１２～１６行）

ウ 「この振子構造は固定部分又はベース１からなり，これには同じ長さの

２つの平行する可撓性ブレード４，５の下端部，即ち足部２，３が固着さ

れ，それ等の上端部に，２つの可撓性ブレード４，５間空間内に大部分が

延在するほぼ直線状の試験体６を支承する。」（４頁右上欄１７行～左下

欄２行）

エ 「この図からわかるように，振子構造は，結晶性ウエハ内に，可撓性ブ

レード４，５の内部エッジ７と，２つの横方向エッジ９，１０，及び試験

体６の長手方向内部エッジ１１と，更に振子構造の固定部分1の内部エッ

ジ１２とを形成するＵ字形窪みを形成して得られる。同様に，可撓性ブレ

ード４，５の外部エッジ８と試験体６の長手方向外部エッジ１３とは逆Ｕ

字形切欠きにより得られる。」（４頁右下欄１０行～１８行）

(2) 以上によると，甲４の「振子構造」は，シリコンにより形成され，固定

部分又はベース１と，可撓性ブレード４，５と，試験体６とを有しているも

のであると認められる。そして，「固定部分又はベース１」は本件各訂正発

明の「固定要素」に相当し，「試験体６」は，固定部分又はベース１に対し

て，可撓性ブレードを介して取り付けられるものであるから，本件各訂正発

明の「変位要素」に相当するものといえる。そうすると，甲４では，「固定

部分又はベース１」及び「試験体６」に相当する本件各訂正発明の「固定要

素」及び「変位要素」をシリコンによって形成するとの技術事項が開示され

ているといえる。
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したがって，審決が，引用発明における「固定された部分」及び「変位す

る部分」にシリコンを用いるとの周知技術を適用することにより，本件各訂

正発明の構成とすることは容易であると判断した点に誤りはない。

(3) この点について，原告は，シリコンが適用される部材は平面状であるの

に対し，引用発明の装置は平面構造ではないから，シリコンを加工して引用

発明の装置を形成することは困難といえる旨を主張する。

しかし，審決がシリコンを用いることを当業者が適宜なし得ると判断して

いる部分は，「回路板１５等」，「可動プレート１３を構成する環状フラン

ジ等」であり，これらはいずれも平面状構造の部材である。そして，可動プ

レート１３を構成する環状フランジを，シリコンにより形成すれば，可動プ

レート１３は，シリコンにより形成された環状フランジにより構成されるこ

とになる。そうすると，引用発明の装置が平面構造を採用していないことを

理由として，引用発明に甲４記載の周知技術を適用することが困難であると

する原告の主張は失当である。

また，原告は，本件各訂正発明は，磁石やコイルなどは不要で，引用発明

に比べて格段に製造コストが低く，検出装置を安価に供給し得るという顕著

な効果があるから，引用発明から本件各訂正発明を容易に想到することがで

きないと主張する。しかし，これらの効果は引用発明との相違点である固定

要素及び変位要素をシリコンにより形成することと関連する効果とはいえず，

仮に引用発明で必要な磁石やコイルを不要としたとしても，それによる製造

コストの低減は，当然に予測できる範囲の効果である。原告の上記主張も理

由がない。

３ なお，原告は，平成１８年９月１２日付け訂正審判請求書（甲５）により訂

正審判請求を行い，同審判請求は認められるので本件審決は取り消されるべき

とも主張する。しかし，この点については，同訂正審判請求に係る審決の取消

訴訟（当庁平成１９年(行ケ)第１００７６号）において，平成１９年９月２６
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日に，審判請求は成り立たないとした審決を維持すべきものとして，知的財産

高等裁判所において原告の請求を棄却する判決がされた（当裁判所に顕著な事

実）。

４ 結論

以上のとおり，原告主張の取消事由にはいずれも理由がなく，その他，審決

の結論に影響を及ぼすその他の誤りは認められない。

よって，原告の請求は理由がないから棄却することとし，主文のとおり判決

する。

知的財産高等裁判所第３部

裁判長裁判官 飯 村 敏 明

裁判官 三 村 量 一

裁判官 上 田 洋 幸


